
 

参 考 

 

 

（国土利用計画法抜粋） 
 

 

（都道府県計画） 

第七条 都道府県は、政令で定めるところにより、当該都道府県の区域における国土の利用に関し必要

な事項について都道府県計画を定めることができる。 

２ 都道府県計画は、全国計画を基本とするものとする。 

３ 都道府県は、都道府県計画を定める場合には、あらかじめ、第三十八条第一項の審議会その他の合

議制の機関及び市町村長の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県は、前項の規定により市町村長の意見を聴くほか、市町村長の意向が都道府県計画に十分

に反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

５ 都道府県は、都道府県計画を定めたときは、遅滞なく、その要旨を公表するよう努めるとともに、

都道府県計画を国土交通大臣に報告しなければならない。 

６ 国土交通大臣は、前項の規定により都道府県計画について報告を受けたときは、国土審議会の意見

を聴いて、都道府県に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

７ 国土交通大臣は、第五項の規定により都道府県計画について報告を受けたときは、これを関係行政

機関の長に送付しなければならない。この場合において、関係行政機関の長は、国土交通大臣に対し、

当該都道府県計画について意見を申し出ることができる。 

８ 国土交通大臣は、前項後段の規定による意見の申出があつたときは、関係行政機関の長に協議する

とともに、国土審議会の意見を聴いて、都道府県に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

９ 第三項から前項までの規定は、都道府県計画の変更について準用する。 

 

 

（市町村計画） 

第八条 市町村は、政令で定めるところにより、当該市町村の区域における国土の利用に関し必要な事

項について市町村計画を定めることができる。 

２ 市町村計画は、都道府県計画が定められているときは都道府県計画を基本とするものとする。 

３ 市町村は、市町村計画を定める場合には、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意向を十分に反映さ

せるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 市町村は、市町村計画を定めたときは、遅滞なく、その要旨を公表するよう努めるとともに、市町

村計画を都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定により市町村計画について報告を受けたときは、第三十八条第一項の

審議会その他の合議制の機関の意見を聴いて、市町村に対し、必要な助言又は勧告をすることができ

る。 

６ 前三項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 

 

 

 

第三章 土地利用基本計画等 

 

（土地利用基本計画） 

第九条 都道府県は、当該都道府県の区域について、土地利用基本計画を定めるものとする。 

２ 土地利用基本計画は、政令で定めるところにより、次の地域を定めるものとする。 

一 都市地域 

二 農業地域 

三 森林地域 

四 自然公園地域 

五 自然保全地域 

 

 

資料１－４ 



 

３ 土地利用基本計画は、前項各号に掲げる地域のほか、土地利用の調整等に関する事項について定め

るものとする。 

４ 第二項第一号の都市地域は、一体の都市として総合的に開発し、整備し、及び保全する必要がある

地域とする。 

５ 第二項第二号の農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必要

がある地域とする。 

６ 第二項第三号の森林地域は、森林の土地として利用すべき土地があり、林業の振興又は森林の有す

る諸機能の維持増進を図る必要がある地域とする。 

７ 第二項第四号の自然公園地域は、優れた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図る必要があ

るものとする。 

８ 第二項第五号の自然保全地域は、良好な自然環境を形成している地域で、その自然環境の保全を図

る必要があるものとする。 

９ 土地利用基本計画は、全国計画（都道府県計画が定められているときは、全国計画及び都道府県計

画）を基本とするものとする。 

１０ 都道府県は、土地利用基本計画を定める場合には、あらかじめ、第三十八条第一項の審議会その

他の合議制の機関並びに国土交通大臣及び市町村長の意見を聴かなければならない。 

１１ 国土交通大臣は、前項の規定により意見を述べようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の

長の意見を聴かなければならない。 

１２ 都道府県は、第十項の規定により市町村長の意見を聴くほか、市町村長の意向が土地利用基本計

画に十分に反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

１３ 都道府県は、土地利用基本計画を定めたときは、遅滞なく、その要旨を公表するよう努めなけれ

ばならない。 

１４ 第十項から前項までの規定は、土地利用基本計画の変更（政令で定める軽易な変更を除く。）につ

いて準用する。 

 

 

第三十八条 この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県知事の

諮問に応じ、当該都道府県の区域における国土の利用に関する基本的な事項及び土地利用に関し重要

な事項を調査審議するため、都道府県に、これらの事項の調査審議に関する審議会その他の合議制の

機関（次項において「審議会等」という。）を置く。 

２ 審議会等の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

 

 


